改正民法における「契約の尊重（favor contractus）」思想 -契約法規範の変容の一斑- by 長坂,純



























































































(7)円谷・前掲注 (3)3頁以下、森田・前掲注 (3)199頁以下、曽野・前掲注 (3)255頁以下、内
田貴『契約の時代』（岩波書店、2000）260頁以下参照。また、本稿は、Michael Joachim
Bonell, An International Restatement of Contract Law, 3rd. ed, 2005, p. 102-126.
によった。
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維持の尊重（Favouring keeping the bargain alive despite hardship）、(d)契





条約（United Nations Convention on Contracts for the International Sale of
Goods : 以下ではCISGと略称）を承継したものであり(10)、さらに、ヨーロッ








(8) Bonell, supra note 7, at 102.
(9) Bonell, supra note 7, at 103-126.
(10)曽野・前掲注 (3)258頁参照。
(11)各規律の起草過程及び特質に関しては、円谷・前掲注 (3)25頁注 (1)参照。また、Bertram
Keller, Favor Contractus Reading the CISG in Favor of the Contract, in : Sharing
International Commercial Law across National Boundaries, 2008, p. 247-266.
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「重大な不履行（fundamental nonperformance）」（PICC 7.3.1条、PECL 9:301
条 (1)）ないしは「重大な契約違反（fundamental breach of contract）」（CISG
25条、49条 (1)(a)、64条 (1)(a)）に求めつつ、他方で解除の前提としての履行の





























































渉を促進させる傾向にあったとされる（Betram Lomfeld, Die Gru¨nde des Vertrages,
2015, S. 297f.）。
(16)なお、「契約の尊重」思想は、ヨーロッパ私法に関するモデル準則である「共通参照枠草案






照）、契約法の統一へ向けた提案である「共通欧州売買法提案（Proposal for a Common












の「契約の尊重」思想との関係に関しては、Claude Witz, Franzo¨sisches Schuldrecht
und Principles of European Contract Law : Gemeinsamkeiten und Unterschiede,
ZEup 2004, S. 506f. 参照）にも規定が置かれている。
(17)円谷・前掲注 (3)4頁（Friedrich Kessler / Edith Fine, CULPA IN CONTRAHENDO,
BARGAINING IN GOOD FAITH, AND FREEDOM OF CONTRACT :
COMPARATIVE STUDY, 77 Harvard Law Review 401, 1964. を素材としてあげ
る）。
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タ 548号 181頁、東京地判平 3・12・25判時 1434号 90頁、札幌地裁小樽支判平 12・
2・8判タ 1089号 180頁、長崎地裁大村支判平 12・12・22判他 1109号 66頁、最三小
判平 14・9・24判時 1801号 77頁など）、同条の存在意義が問題となり得る。なお、請
負人の瑕疵担保責任の法的性質に関しては、拙著・前掲注 (1)367頁以下参照。
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(35)内田＝大村他・前掲注 (29)126-127頁、「シンポジウム 契約責任論の再構築」私法 69号
（2007）19-21頁の山本敬三発言参照。
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構造（1）（2）（3・完）―改正日本民法 415条の構造把握へ向けた理論的示唆―」本誌 90巻 2・

























































1 改正民法 412条の 2第 2項（原始的不能）
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か、BGBは論理的な整合性を保てるのかなど議論がある(53)。同様に、わが国の















































（1項 3号）を定める。さらに、改正 542条 2項 2号は、債務の一部の履行拒絶に











































































(61)田中・前掲注 (58)39頁、横山美夏「契約の解除」法律時報 86巻 12号（2014）33-34頁
参照。








































































































































































場面」（改正 412条の 2第 2項（原始的不能））と「契約責任に関する場面」（改正
541条・542条（契約の解除）、同 562条（追完請求権））である。ボネルが主張し
た、「契約の効力の尊重」と「契約違反における取引維持の尊重」の諸場面に対応


















































































































































































































本誌 87巻 2・3号（2014）53頁以下、同 6号（2015）1頁以下、同 88巻 1号（2015）
1頁以下、同 6号（2016）1頁以下、同 89巻 1号（2016）47頁以下参照（契約の「終了
原因」、「終了態様」、「終了効果」の諸観点から体系的な考察を加えている）。
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のか、あるいは、あくまでこれらの大原則の補完・制約原理として機能するに留ま
るのかという問題がある。また、そもそも「契約」とは、締結当時の当事者間の
「合意」から想定されるものか、あるいは、契約の締結から履行過程、契約の終了
というプロセスとして想定される概念なのかという問題もある。これらは、いずれ
も重要な検討課題であるが、改正民法を踏まえた理論的深化が図られる中で解明さ
れていく問題なのかも知れない。
（明治大学法学部教授）
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